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1. 2026年3月期第3四半期の連結業績（2025年4月1日～2025年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年3月期第3四半期 177,382 2.4 12,332 27.0 12,734 25.6 7,514 33.1

2025年3月期第3四半期 173,179 5.2 9,711 10.4 10,136 13.0 5,644 14.4

（注）包括利益 2026年3月期第3四半期　　9,565百万円 （73.2％） 2025年3月期第3四半期　　5,522百万円 （△18.2％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2026年3月期第3四半期 57.57 57.54

2025年3月期第3四半期 43.21 43.19

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2026年3月期第3四半期 217,155 99,881 44.8

2025年3月期 211,114 95,855 44.3

（参考）自己資本 2026年3月期第3四半期 97,323百万円 2025年3月期 93,420百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年3月期 ― 17.00 ― 17.00 34.00

2026年3月期 ― 17.00 ―

2026年3月期（予想） 19.00 36.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

3. 2026年 3月期の連結業績予想（2025年 4月 1日～2026年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 246,000 1.0 18,300 8.7 18,700 7.7 10,600 15.0 81.39

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
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※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ― 社 （社名） 、 除外 2 社 （社名）
株式会社アムズユニティー、

株式会社ＴＯＫＡＩヒューマンリ
ソースエボル

(注)連結子会社であった株式会社アムズユニティーは、連結子会社である株式会社アムズブレーンを合併存続会社とする吸収合併により消滅したため、
連結の範囲から除外しております。なお、存続会社となる株式会社アムズブレーンは2025年４月１日付で商号を株式会社アムズユニティーに変更しており
ます。

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年3月期3Q 139,679,977 株 2025年3月期 139,679,977 株

② 期末自己株式数 2026年3月期3Q 10,038,400 株 2025年3月期 9,040,187 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年3月期3Q 130,517,983 株 2025年3月期3Q 130,634,880 株

(注)期末自己株式数については、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（2026年３月期３Ｑ　637,100株、2025年３月期　720,000株）を含めております。
また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式については、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（2026年３月期３Ｑ　673,576株、2025年
３月期３Ｑ　724,620株）を含めております。

※添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、雇用・所得環境の改善を背景に個人

消費の持ち直しの動きがみられる中、新政権への期待感等から日経平均株価が過去最高値を更新する等、景気は

緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、米国の通商政策の影響や金融資本市場の変動の他、地政学的リ

スクの高まりや物価上昇による消費者心理の悪化等が懸念され、先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは、最終年度を迎えた「中期経営計画2025」の目標達成に向けて、全社一

丸となって事業に取り組んでおります。

当第３四半期連結累計期間における業績につきましては、グループの継続取引顧客件数は42千件増加（前年同

期は56千件増加）し、3,465千件となりました。ＴＬＣ会員数は41千件増加（前年同期は40千件増加）し、1,308

千件となりました。グループ顧客件数の増加等により、売上高は177,382百万円（前年同期比2.4％増）となり、

営業利益は12,332百万円（同27.0％増）、経常利益は12,734百万円（同25.6％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は7,514百万円（同33.1％増）となりました。

当第３四半期連結累計期間におけるトピックスとしては、情報通信事業において九州エリアでの企業のＤＸを

支える多彩なサービス提供を目的として、2025年４月にグループ所有の通信インフラを九州エリアまで延伸し、

サービス提供エリアを北関東から九州までに拡大いたしました。また、アクア事業においては、「おいしい水の

宅配便」（リターナブルボトル）、「おいしい水の贈りもの　うるのん」（ワンウェイボトル）、「しずくり

あ」（給水型浄水ウォーターサーバー）の３サービスを展開しておりますが、同年７月末にこれらサービスの顧

客件数が200千件を突破いたしました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

（エネルギー）

ＬＰガス事業につきましては、新規顧客獲得を推進した結果、需要家件数は前連結会計年度末から８千件増加

し814千件となりました。一方、産業用ガスにおける仕入価格に連動した販売価格の引き下げ等により、売上高は

60,321百万円（前年同期比1.1％減）となりました。

都市ガス事業につきましては、需要家件数は前連結会計年度末並みの74千件となりました。売上高は原料費調

整制度の影響により、11,847百万円（同2.6％減）となりました。

これらにより、当セグメントの売上高は72,169百万円（同1.4％減）、営業利益は顧客件数増加による増益に加

え顧客獲得費用を含むコスト削減を図った結果、3,378百万円（同45.5％増）となりました。

（情報通信）

コンシューマー向け事業につきましては、ＩＳＰ事業において収益性を重視した獲得を進めた結果、ブロード

バンド顧客は前連結会計年度末から５千件減少し669千件となりました。一方、モバイル事業は大手携帯キャリア

と連携する等、顧客獲得を推進し、ＬＩＢＭＯについては同６千件増加し84千件となりました。その結果、売上

高は17,173百万円（同2.4％減）となりました。

法人向け事業につきましては、キャリアサービス及びクラウドサービスが順調に進捗したことにより、売上高

は28,763百万円（同11.7％増）となりました。

これらにより、当セグメントの売上高は45,936百万円（同5.9％増）、営業利益は3,383百万円（同23.6％増）

となりました。

（ＣＡＴＶ）

ＣＡＴＶ事業につきましては、地域密着の事業者として地元の情報発信や番組制作に注力し、魅力的なコンテ

ンツの充実に努めるとともに、営業活動を積極的に実施いたしました。その結果、放送サービスの顧客件数は前

連結会計年度末から３千件増加し925千件となり、通信サービスの顧客件数は前連結会計年度末から13千件増加し

426千件となりました。

これらにより、当セグメントの売上高は27,843百万円（同2.4％増）、営業利益は4,715百万円（同5.0％増）と

なりました。
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（建築設備不動産）

建築設備不動産事業につきましては、設備工事事業や不動産販売事業等が順調に推移し、当セグメントの売上

高は19,629百万円（同7.9％増）、営業利益は1,072百万円（同126.7％増）となりました。

（アクア）

アクア事業につきましては、大型商業施設等での催事営業やＷＥＢ獲得、テレマーケティング等により更なる

顧客基盤の拡充に取り組んでまいりました。その結果、給水型浄水ウォーターサーバーの顧客獲得が順調に進

み、アクア事業の顧客件数は前連結会計年度末から22千件増加し214千件となりました。

これらにより、当セグメントの売上高は7,697百万円（同5.3％増）、営業利益は324百万円（同10.1％増）とな

りました。

（その他）

その他の事業のうち、介護事業につきましては利用者数が減少したこと等により、売上高は1,058百万円（同

0.8％減）となりました。船舶修繕事業につきましては、修繕工事の受注が増加したことにより、売上高は1,166

百万円（同2.6％増）となりました。婚礼催事事業につきましては、法人・各種団体を中心とした一般宴会が増加

したものの婚礼施行組数の減少により、売上高は960百万円（同2.4％減）となりました。

これらにより、当セグメントの売上高は4,107百万円（同4.1％増）、営業利益は73百万円（前年同期は156百万

円の営業損失）となりました。

（２）連結財政状態に関する説明

① 資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は217,155百万円となり、前連結会計年度末と比較して6,041百万

円の増加となりました。これは主として、季節的要因等により受取手形、売掛金及び契約資産が1,122百万円減少し

た一方で、投資有価証券の時価上昇等により投資その他の資産「その他」が3,124百万円、無形固定資産が1,356百

万円、商品及び製品が1,156百万円、仕掛品が737百万円、それぞれ増加したこと等によるものであります。

負債合計は117,273百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,014百万円の増加となりました。これは主とし

て、未払法人税等が2,390百万円、設備未払金の減少等により流動負債「その他」が2,223百万円、長期借入金が

2,215百万円、賞与支給等により流動負債「その他の引当金」が2,135百万円、それぞれ減少した一方で、短期借入

金が10,560百万円増加したこと等によるものであります。

純資産合計は99,881百万円となり、前連結会計年度末と比較して4,026百万円の増加となりました。これは主と

して、剰余金の配当4,463百万円を実施したことに加え、取得等により自己株式が1,066百万円増加した一方で、親

会社株主に帰属する四半期純利益7,514百万円を計上したことに加え、その他有価証券評価差額金が2,158百万円増

加したこと等によるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結会計年度末

から381百万円増加し5,845百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、15,067百万円の資金の増加（前年同期比+1,059百万円）となりました。

これは法人税等の支払、棚卸資産の増加等により資金が減少した一方で、税金等調整前四半期純利益、売上債権の

減少及び非資金項目である減価償却費等の要因により資金が増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、13,076百万円の資金の減少（同△127百万円）となりました。これは有

形及び無形固定資産の取得による支出等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,629百万円の資金の減少（同△722百万円）となりました。これは借入

金による資金調達等の一方で、借入金及びリース債務の返済、配当金の支払等を行ったことによるものでありま

す。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2025年５月８日に公表いたしました2026年３月期通期の予想を変更しておりま

す。詳細につきましては、本日（2026年２月５日）公表いたしました「通期連結業績予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照ください。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,636 6,094

受取手形、売掛金及び契約資産 33,277 32,155

商品及び製品 4,906 6,063

仕掛品 1,030 1,768

原材料及び貯蔵品 1,569 1,716

その他 9,046 9,508

貸倒引当金 △513 △521

流動資産合計 54,955 56,784

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 37,179 36,934

機械装置及び運搬具（純額） 26,920 26,713

土地 25,166 25,539

その他（純額） 25,388 25,282

有形固定資産合計 114,655 114,469

無形固定資産

のれん 6,143 6,810

その他 6,811 7,500

無形固定資産合計 12,954 14,311

投資その他の資産

退職給付に係る資産 6,803 6,905

その他 22,041 25,166

貸倒引当金 △297 △483

投資その他の資産合計 28,546 31,588

固定資産合計 156,156 160,368

繰延資産 2 1

資産合計 211,114 217,155

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,757 16,434

短期借入金 13,996 24,556

未払法人税等 3,173 782

その他の引当金 2,236 101

その他 24,417 22,194

流動負債合計 61,582 64,070

固定負債

長期借入金 32,124 29,908

その他の引当金 499 416

退職給付に係る負債 1,661 1,767

その他 19,390 21,110

固定負債合計 53,676 53,203

負債合計 115,259 117,273

純資産の部

株主資本

資本金 14,000 14,000

資本剰余金 25,575 25,580

利益剰余金 47,554 50,605

自己株式 △2,554 △3,620

株主資本合計 84,575 86,565

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,298 6,456

繰延ヘッジ損益 － 150

為替換算調整勘定 1,073 986

退職給付に係る調整累計額 3,471 3,164

その他の包括利益累計額合計 8,844 10,757

新株予約権 47 46

非支配株主持分 2,386 2,512

純資産合計 95,855 99,881

負債純資産合計 211,114 217,155
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年12月31日)

売上高 173,179 177,382

売上原価 106,332 107,371

売上総利益 66,846 70,010

販売費及び一般管理費 57,135 57,678

営業利益 9,711 12,332

営業外収益

受取利息 9 7

受取配当金 320 421

受取手数料 38 29

その他 415 397

営業外収益合計 784 856

営業外費用

支払利息 298 379

その他 60 75

営業外費用合計 358 454

経常利益 10,136 12,734

特別利益

固定資産売却益 1 24

投資有価証券売却益 113 3

伝送路設備補助金 47 64

補助金収入 3 1

特別利益合計 166 93

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 973 1,075

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 69 －

特別損失合計 1,043 1,075

税金等調整前四半期純利益 9,259 11,752

法人税、住民税及び事業税 2,531 3,057

法人税等調整額 985 1,050

法人税等合計 3,517 4,107

四半期純利益 5,742 7,645

非支配株主に帰属する四半期純利益 97 131

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,644 7,514

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年12月31日)

四半期純利益 5,742 7,645

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 496 2,158

繰延ヘッジ損益 △465 150

為替換算調整勘定 12 16

退職給付に係る調整額 △304 △307

持分法適用会社に対する持分相当額 40 △98

その他の包括利益合計 △220 1,920

四半期包括利益 5,522 9,565

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,418 9,427

非支配株主に係る四半期包括利益 103 138

（四半期連結包括利益計算書）

- 8 -

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス(3167) 2026年３月期 第３四半期決算短信



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,259 11,752

減価償却費 12,290 12,391

のれん償却額 766 832

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △460 △440

受取利息及び受取配当金 △330 △428

投資有価証券売却損益（△は益） △113 △3

支払利息 298 379

固定資産売却損益（△は益） △0 △24

投資有価証券評価損益（△は益） 69 －

固定資産除却損 973 1,075

売上債権の増減額（△は増加） 1,210 1,257

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,989 △2,040

仕入債務の増減額（△は減少） △1,988 △1,359

その他 △1,024 △2,854

小計 18,959 20,537

法人税等の支払額 △4,951 △5,469

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,008 15,067

投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 384 473

有価証券の取得による支出 △11 △11

有価証券の売却による収入 190 33

有形及び無形固定資産の取得による支出 △11,017 △13,248

有形及び無形固定資産の売却による収入 321 176

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△3,186 －

貸付金の回収による収入 570 7

その他 △197 △507

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,948 △13,076

財務活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △297 △377

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,475 10,825

リース債務の返済による支出 △3,933 △4,010

長期借入れによる収入 8,804 6,200

長期借入金の返済による支出 △8,558 △8,680

自己株式の取得による支出 △0 △1,129

配当金の支払額 △4,458 △4,451

その他 62 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △907 △1,629

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 164 381

現金及び現金同等物の期首残高 5,604 5,463

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,768 5,845

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（財務報告の枠組みに関する注記）

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第

２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（自己株式の取得及び消却）

　当社は、2025年８月19日の取締役会決議により、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決定するとともに、会社法第178条の規定に基づき、自己

株式を消却することを決定いたしました。自己株式の取得並びに消却の概要は以下のとおりです。

(1) 自己株式の取得及び消却を行う理由

　株主還元の充実及び資本効率の向上を図るとともに、2025年９月３日を受渡期日として実施された当社普

通株式の売出しに伴う株式需給への影響を緩和する観点から、自己株式の取得を実施し、将来の株式の希薄

化懸念を払拭するため、取得した自己株式を消却するものです。

(2) 取得に係る事項の内容

① 取得対象株式の種類　　：普通株式

② 取得し得る株式の総数　：2,200,000株（上限）

③ 株式の取得価額の総額　：2,000,000,000円（上限）

④ 取得期間　　　　　　　：2025年９月４日～2026年３月31日

⑤ 取得方法　　　　　　　：東京証券取引所における市場買付け

(3) 消却の内容

① 消却する株式の種類　　：普通株式

② 消却する株式の総数　　：上記(2)により取得した自己株式の全株式数

③ 消却予定日　　　　　　：2026年４月10日

(4) 上記取締役会決議に基づき2026年１月31日までに取得した自己株式の累計

① 取得対象株式の種類　　：普通株式

② 取得した株式の総数　　：1,361,600株

③ 取得価額の総額　　　　：1,440,399,900円

④ 取得期間　　　　　　　：2025年９月４日～2026年１月31日（約定ベース）

⑤ 取得方法　　　　　　　：東京証券取引所における市場買付け
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

エネルギ

ー
情報通信 ＣＡＴＶ

建築設備

不動産
アクア 計

売上高

外部顧客への

売上高
73,179 43,358 27,185 18,200 7,311 169,235 3,944 173,179 － 173,179

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

130 3,938 235 769 209 5,283 139 5,422 △5,422 －

計 73,309 47,297 27,420 18,969 7,520 174,518 4,083 178,602 △5,422 173,179

セグメント利益

又は損失（△）
2,322 2,738 4,492 472 294 10,320 △156 10,163 △452 9,711

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、婚礼催事事業、船舶

修繕事業、介護事業、保険事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（重要な負ののれん発生益）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

エネルギ

ー
情報通信 ＣＡＴＶ

建築設備

不動産
アクア 計

売上高

外部顧客への

売上高
72,169 45,936 27,843 19,629 7,697 173,275 4,107 177,382 － 177,382

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

192 3,921 195 861 239 5,410 72 5,482 △5,482 －

計 72,361 49,857 28,038 20,490 7,937 178,685 4,180 182,865 △5,482 177,382

セグメント利益

又は損失（△）
3,378 3,383 4,715 1,072 324 12,873 73 12,947 △615 12,332

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、婚礼催事事業、船舶

修繕事業、介護事業、保険事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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３．その他

（１） 役員の異動

①　代表取締役の異動（2026年４月１日予定）

取締役（非常勤）　　山田　潤一　（現　代表取締役専務執行役員）

②　その他の役員の異動

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年２月５日

株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス

　　　取　締　役　会　　　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

　　　　静　岡　事　務　所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松　浦　　俊　行

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 増　田　　晋　一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岡　本　　周　二

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ＴＯＫＡＩホールディングスの2025年４月１

日から2026年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年10月１日から2025年12月31日まで）及び第

３四半期連結累計期間（2025年４月１日から2025年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について

期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の2025年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実

施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2025年２月12日付けで無限定の結論を表明しており、ま

た、当該連結財務諸表に対して2025年６月23日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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